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科 目 金 額 金 額

現 金 預 金  48,448 買 掛 金  99,980

受 取 手 形  40,986 リース債務（短期）  2,691

売 掛 金  600,738 未 払 金  54,626

商 品  10,692 未 払 費 用  101,228

貯 蔵 品  74,633 未 払 外 注 費  253,874

前 払 費 用  15,074 未 払 法 人 税 等  2,773

短 期 貸 付 金  530,829 未 払 事 業 所 税  2,366

一 年 以 内 回 収 予 定 預 り 金  14,167

長 期 貸 付 金  200 賞 与 引 当 金  104,783

立 替 金  4,525 役 員 賞 与 引 当 金  5,500

未 収 入 金  81  641,992

未 収 消 費 税 等  9,138

仮 払 金  16,081 リース債務（長期）  6,488

 1,351,430 長 期 預 り 金  11,418

繰 延 税 金 負 債  6,254

退 職 給 付 引 当 金  23,291

建 物  539,759 役員退職慰労引当金  2,900

構 築 物  31,975  50,352

機 械 装 置  19,685  692,345

車 両 運 搬 具  69,262

工 具 器 具 備 品  35,437

土 地  1,519,560  300,000

リ ー ス 資 産  8,663

 2,224,344  75,000

ソ フ ト ウ ェ ア  1,070 固定資産圧縮積立金  51,735

電 話 施 設 利 用 権  6,406 事 故 対 策 積 立 金  200,000

 7,476 別 途 積 立 金  1,995,000

繰 越 利 益 剰 余 金 510,421

関 係 会 社 株 式  129,619 （ 内 当 期 純 利 益 ） (84,537)

出 資 金  8,270  2,832,157

前 払 年 金 費 用  100,660  3,132,157

保 証 金  469  3,132,157

そ の 他 の 投 資  2,231

 241,250

 2,473,071

 3,824,502  3,824,502

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

流 動 資 産 流 動 負 債

貸  借  対  照  表
（２０２４年３月３１日現在）

(単位：千円)

科 目

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

負 債 合 計

( 純 資 産 の 部 )

無 形 固 定 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

株 主 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

純 資 産 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

株 主 資 本
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個 別 注 記 表 
                     
１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

①棚卸資産  

 原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。 

②有価証券 

(ｲ) 子会社および関連会社株式… 移動平均法による原価法 

(ﾛ) その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの… 期末日時点の市場価格に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等… 移動平均法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産… 定額法を採用しております。 

②無形固定資産… 定額法を採用しております。   

 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

        従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しております。 

      ③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額により計上しております。 

    ④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づいて計上してお

ります。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。 

過去勤務費用は、その全額を発生年度に処理することとしております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額（期末要支給額）を計上しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

①運送、倉庫、整備、受託、海運、その他 

サービスの提供を完了した時に、当該サービスに対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断してお

り、主にサービスの提供完了時に、収益を認識しております。 

②商品、車販 

商品の引渡時に顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、主に商品の引渡時に

収益を認識しております。また、他の当事者が顧客への財またはサービスの提供に関与している場合、当社が本人であ

ると判定した場合は収益を総額ベース(権利を得ると見込んでいる対価の金額)で認識し、当社が代理人であると判定し

た場合は収益を純額ベース(権利を得ると見込んでいる報酬または手数料の金額)で認識しております。 

③整備（内架装）、流通加工 

製品の引渡時に顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、主に製品の引渡時に

収益を認識しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


